
令和３年度下呂市水道事業会計補正予算（第１号） 

第１条 令和３年度下呂市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

第２条 令和３年度下呂市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

211,483 千円は、当年度及び過年度の損益勘定留保資金 194,248 千円及び消費税資本的収支調整額 17,235 千円で補てんするものとする。」

を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 211,504 千円は、当年度及び過年度の損益勘定留保資金 193,258 千円及び消費税資本的

収支調整額 18,246 千円で補てんするものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収   入 

    （科   目）      （既決予定額）      （補正予定額）      （計） 

  第１款 資本的収入              347,942 千円       11,100 千円      359,042 千円 

  第１項 企 業 債              0 千円       11,100 千円         11,100 千円 

支   出 

    （科   目）      （既決予定額）      （補正予定額）      （計） 

  第１款 資本的支出              559,425 千円       11,121 千円       570,546 千円 

  第１項 建設改良費             184,278 千円       11,121 千円        195,399 千円 

第３条 予算第１０条を第１１条とし、第６条から第９条までを１条ずつ繰り下げ、第５条の次に次の１条を加える。 

議第   号 61



（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

施設整備工事（簡易水道） １１，１００千円 

証 書 借 入 

又は 

証 券 発 行 

４．０％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金につ

いて、利率の見直しを行

った後においては、当該

見直し後の利率） 

 政府資金については、その融資

条件により、銀行その他の場合に

はその債権者と協定するものによ

る。ただし、企業財政の都合によ

り据置期間及び償還期限を短縮

し、または繰上償還もしくは低利

に借換えすることができる。 

  令和３年４月 日提出 

                                      下呂市長  山 内  登 
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収　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　　　　　考

１．資本的収入 347,942 11,100 359,042

0 11,100 11,100

１．企 業 債 0 11,100 11,100

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　　　　　考

１．資本的支出 559,425 11,121 570,546

184,278 11,121 195,399

１．改 良 費 183,628 11,121 194,749

資本的収入及び支出

１．建設改良費

支　　　　出

１．企 業 債

令和３年度　下呂市水道事業会計補正予算実施計画



（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー：

　　　当年度純利益 △ 336,270

　　　減価償却費 611,126

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 92

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 17

　　　長期前受金戻入額 △ 208,371

　　　受取利息及び受取配当金 △ 608

　　　支払利息 55,439

　　　資産減耗費 350

　　　未収金の増減額（△は増加） 10,407

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） 200

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 24,164

　　　　　小計 108,000

　　　利息及び配当金の受取額 608

　　　利息の支払額 △ 55,439

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 53,169

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー：

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 177,651

　　　工事負担金の受入による収入 15,527

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 162,124

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー：

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 11,100

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 375,147

　　　他会計からの出資による収入 332,006

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 32,041

Ⅳ　資金増加(減少)額 △ 140,996

Ⅴ　資金期首残高 1,111,858

Ⅵ　資金期末残高 970,862

令和３年度　下呂市水道事業予定キャッシュ･フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）



単位：千円

１．固   定   資   産

（１）有形固定資産

イ　土地 506,336

ロ　建物 576,193

　　　　減価償却累計額 △ 148,749 427,444

ハ　構築物 11,787,443

　　　　減価償却累計額 △ 3,015,688 8,771,755

ニ　機械及び装置 2,405,319

　　　　減価償却累計額 △ 1,230,492 1,174,827

ホ　車両運搬具 5,894

　　　　減価償却累計額 △ 5,611 283

ヘ　工具器具及び備品 24,527

　　　　減価償却累計額 △ 14,293 10,234

ト　建設仮勘定 16,130

　　有形固定資産合計 10,907,009

（２）無形固定資産

イ　電  話  加  入  権 41

　　無形固定資産合計 41

（３）投資その他の資産

イ　基　金 0

　　投資その他の資産合計 0

　  固 定 資 産 合 計 10,907,050

２．流   動   資   産

（１）現   金   預   金 970,862

（２）未　　収　　金 54,063

貸倒引当金 △ 1,588

（３）貯　　蔵　　品 10,725

（4）その他流動資産 5,000

　　流 動 資 産 合 計 1,041,863

　　資    産    合    計 11,948,913

令和３年度　下呂市水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月31日）

資産の部



３．固　定   負   債

（１）企　　　業　　　債
　イ　建設改良費等の財源に
　　　充てるための企業債 2,924,567

　　固 定 負 債 合 計 2,924,567

４．流   動   負   債

（１）企　　 業      債
　イ　建設改良費等の財源に
　　　充てるための企業債 364,897

（２）未      払      金 69,037

（３）引      当      金

　イ　賞与引当金 4,915

　ロ　法定福利引当金 952

（４）その他流動負債 5,000

　　流 動 負 債 合 計 444,801

５．繰　延　収　益

（１）長期前受金

　　イ　国庫補助金 805,928

　　ロ　工事負担金 866,012

　　ハ　受贈財産評価額 894,070

　　ニ　県補助金 1,993,181

長期前受金合計 4,559,191

（２）長期前受金収益化累計額

　　イ　国庫補助金 △ 281,123

　　ロ　工事負担金 △ 287,993

　　ハ　受贈財産評価額 △ 141,347

　　ニ　県補助金 △ 274,651

長期前受金収益化累計額合計 △ 985,114

　　繰 延 収 益 合 計 3,574,077

　　負    債    合    計 6,943,445

６．資      本      金 5,734,241

７．剰      余      金

（１） 資 本 剰 余 金

　イ　受贈財産評価額 14,808

　　資本剰余金合計 14,808

（２） 利 益 剰 余 金

　イ　減  債  積  立  金 80,686

　ロ　建設改良積立金 52,561

　ハ　その他積立金 0

　二　当年度未処分利益剰余金 △ 876,828

　　利益剰余金合計 △ 743,581

　　剰  余  金  合  計 △ 728,773

　　資    本    合    計 5,005,468

　　負 債 資 本 合 計 11,948,913

負債の部

資本の部



令和３年度　下呂市水道事業会計に関する注記表
●重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
定額法を採用している。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおり。
建物　16～60年
構築物　５～60年
機械及び装置　６～20年
車両及び運搬具　４～５年
工具器具及び備品　５～15年

（２）無形固定資産
定額法を採用している。

２.重要なリース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３.引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

（２）退職給付引当金

（３）賞与引当金、法定福利費引当金
職員の期末手当・勤勉手当、及びそれらに係る共済費の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

４.消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

●予定貸借対照表に関する注記
貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は1,271,977千円である。

債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上している。

追加的な費用負担（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退時の清算金等を含む）をすべて一般会計が負担することとしているため、退職給付引当金は計上していない。
岐阜県市町村職員退職手当組合に支払う負担金については、毎事業年度支払う一定の負担金（一般負担金）のみを公営企業が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する



●セグメント情報に関する注記
１．下呂市水道事業では、水道事業及び簡易水道事業を運営していることから、水道事業及び簡易水道事業の２つを報告セグメントとしている。
　 各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

２．報告セグメントごとの営業収益等
当年度（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）

（単位　千円）

●その他の注記

１.賞与引当金の目的使用による取崩について
当事業年度において、夏季分の期末手当・勤勉手当及びそれに伴う法定福利費として8,798千円を支給するため、賞与引当金4,928千円、法定福利費引当金955千円を取り崩す。

セグメント区分 事業の内容
水道事業 簡易水道事業以外の地区において水道水を供給する業務
簡易水道事業 萩原、小坂、下呂(一部)、金山、馬瀬地区の各地域において水道水を供給する業務

水道事業 簡易水道事業 合　計
営業収益 202,748 387,573 590,321
営業費用 279,666 844,088 1,123,754
営業損益 △ 76,918 △ 456,515 △ 533,433
経常損益 △ 68,702 △ 267,568 △ 336,270
セグメント資産 3,481,493 8,467,420 11,948,913

1,069,028 5,874,417 6,943,445
その他の項目

　固定資産増加額 89,548 88,103 177,651

　他会計繰入金 - 332,006 332,006
　減価償却費 135,261
　特別損失 - - 0

475,865 611,126

セグメント負債



収　　入 （単位：千円）

節 金額
1 資本的収入 347,942 11,100 359,042

( 409) ( 0) ( 409)
1 企　業　債 0 11,100 11,100

( 0) ( 0) ( 0)
1 企　業　債 0 11,100 11,100 企 業 債 11,100 企業債（簡易水道） 11,100 増

( 0) ( 0) ( 0)

（　）内は仮受消費税

支　　出 （単位：千円）

節 金額
1 資本的支出 559,425 11,121 570,546

( 16,737) ( 1,011) ( 17,748)
1 建設改良費 184,278 11,121 195,399

( 16,737) ( 1,011) ( 17,748)
1 改 良 費 183,628 11,121 194,749 工 事 請 負 費 11,121 施設整備工事（簡易水道） 11,121 増

( 16,692) ( 1,011) ( 17,703)

（　）内は仮払消費税

勘定科目説明
附 記

令和３年度下呂市水道事業会計補正予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

款 項 目 既決予算額 補正予定額 計

款 項 目 既決予算額 補正予定額 計
勘定科目説明

附 記



当該年度中 当該年度中
起債見込額 元金償還見込額

831,045 788,650 0 43,141 745,509

3,185,974 2,864,895 11,100 332,006 2,543,989

区 分
前々年度末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込 当 該 年 度 末

地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに当該年度末における現在高の見込みに関する調書

簡 易 水 道 事 業 債

現 在 高 現 在 高 現在高見込額

上 水 道 事 業 債


